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第１章 研究の背景と目的 
第１節 背景 
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）が、平成 28 年 4 月 1 日に施行さ
れた。今後、国や地方公共団体、民間企業（常時雇用する労働者が 300 人以下の民間企業等にあっては
努力義務）は、女性の活躍推進に向けて、数値目標を盛り込んだ行動計画の策定・公表や、女性の職業
選択に資する情報の公表が求められる。数値目標としては、主に定着率や管理職以上の職位における女
性比率などを設定する企業が多くみられる。これを受けて、民間企業は手始めとして、女性社員のリテ
ンションのための両立支援策の整備を進めており、定着率は徐々に高まってきている（武石 2014）。し
かし、女性管理職比率向上のために彼女らの昇進意欲を高める上では、女性活躍推進や両立支援の施策
を実施することによる効果は限定的であると言われており（武石 2014)、表１にあるように管理職にな
りたくないという女性が未だ多い。特に注目したいのは、専門職女性の「管理職になりたい」比率
(6.22%)が、一般職(6.83%)を下回るレベルにとどまっていることである。 
表 1 管理職希望の有無(%)(安田 2009)から抜粋1 
従業員 100 人以上の企業で働く 
均等法以降入社かつ管理職になっていない 
39 歳以下の総合職女性 
管理職に 
なりたい 
管理職に 
なりたくない 
わからない 
専門職 6.22% 61.00% 31.95% 
総合職 21.89% 32.70% 45.14% 
一般職 6.83% 55.31% 36.80% 
専門職女性は、就職前後を通じて当該業務を行うのに必要な知識を習得するための投資を行っているケ
ースが多いことから、少なくとも就職時においては仕事を続ける意識が高かったと思われる。にもかか
わらず、昇進意欲がこのような低い水準で留まっているのはなぜか、というのが私の問題意識である。
一部の企業は、「ダイバーシティ＆インクルージョン」の取り組みを進め、社員の多様な価値観を活か
すことで彼らを最大限に成長させ、それを企業の成長につなげようとしている。専門職女性の成長に寄
り添いつつ、管理職昇進を彼女たちの視野に入れるために、企業は何をすべきなのだろうか。 
第２節 目的 
本研究の目的は、女性の昇進意欲を高める促進要因、阻害要因を整理し、専門職女性の昇進意欲を高め
る場合と、専門職以外の女性の昇進意欲を高める場合で、企業が取るべき施策が異なるのかを確認する
ことである。女性の昇進意欲を高める促進要因・阻害要因が明らかになれば、現在企業が行う施策や職
場の取り組みの方向性が誤っていないかを確認することができる。また、専門職女性の昇進意欲を高め
る要因が、専門職以外の女性と異なるのであれば、専門職独自の施策やキャリアパスを用意することが
可能となり、能力があるにもかかわらず昇進に対して消極的な専門職女性の背中を押すために、組織や
上司がどのように振る舞うべきかが明らかになろう。そのため、本研究ではまず、研究テーマに掲げた
ワードから、「専門職」「女性」「昇進意欲」についての先行研究を整理したうえで、「専門職－専門
職以外」「女性－男性」の昇進意欲の違いについて既知の内容を手掛かりに、専門職かつ女性の昇進意
欲に有意にプラス、もしくはマイナスの影響を与える要因について仮説を立てる。そして、定量的調査
により、その仮説の採用もしくは棄却を検証した後、結果について考察を試み、最後に本研究の限界に
触れたい。 
                                                     
1
当調査では、「コース別ありの企業に所属する女性労働者で専門職コースにいる」ことを専門職としている。 
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第２章 先行研究と本研究の位置づけ 
第１節 昇進意欲の研究 
人的資源管理において、昇進は金銭的誘因であり、同時に同僚への優越感や管理・支配欲求が満たされ
る点で非金銭的誘因でもある（山本 1994）。にもかかわらず、女性の「課長クラス以上への昇進希望」
は、個人属性や企業属性などさまざまな要因をコントロールしてもなお、男性と比較して非常に低い
（川口 2012、安田 2012、武石 2014 など)。女性の昇進意欲の促進要因・阻害要因は、職場の制度や環
境などの職場の要因、配偶者や子どもの有無などの家庭の要因、自己効力感や就職前の昇進意欲などの
個人の要因などが考えられる。かつては、女性管理職の少なさから、実際に昇進した女性に対して聞き
取り調査を行っている先行研究が多かったものの（横山 2015）、近年定量的調査から昇進意欲を被説明
変数として分析した先行研究が増えてきている。ここでは、女性の昇進意欲が時とともにどのように変
化してきたかを確認するため、まず定量的調査を利用して昇進意欲に対する説明変数の分析を行った先
行研究を調査時期に沿って概観した後、同時期に行われた定性的調査によって明らかになった説明変数
に触れる。最後に、それら先行研究から明らかになった女性の昇進意欲の促進要因・阻害要因を整理す
る。 
第１項 定量的調査に基づく研究 
まず、安田(2009)は、2004 年 12 月から 2005 年１月にかけて 21世紀職業財団が実施した『女性労働者
の処遇等に関する調査 2004』における、従業員 100 人以上の企業で働く均等法以降に入社して管理職に
なっていない３９歳以下の総合職女性の回答を利用して、企業の「男女均等処遇」および「ワーク・ラ
イフ・バランス政策」の推進と、女性の管理職希望との関連を分析した。被説明変数には、「あなたは
管理職になりたいですか」という設問に対する、「なりたくない」「わからない」「なりたい」という
回答を用いている。その結果、均等法以降に入社した女性でも、その多くが管理職に就くことを希望し
ていないこと、「心身に負担のかからない職場」や「ワーク・ライフ・バランス」を希望している女性
は管理職希望が弱いこと、「男女均等処遇」を希望している総合職女性は管理職希望が強いことを確認
した。このことは、同じ均等法以降に入社した総合職女性でも、嗜好の異なる集団があることを示唆し
ている。また、子どものいる女性は管理職希望が強いことも確認された。これについては、就業継続や
管理職昇進への意識が低い女性が出産を契機に退職した結果、子どもがいてもなお就業を継続している
のは主に管理職希望が強い女性となっていることを推察している。2004 年時点における女性の昇進意欲
は、表 1にあったように、総合職で 21.89%、一般職で 6.83%、専門職で 6.22%となっており、専門職の
昇進意欲は一般職をも下回るレベルとなっている。また、すべての職種と年齢で「管理職になりたい」
が「管理職になりたくない」を下回っていることから、女性管理職が少ない原因は、いわゆる「ガラス
の天井」の存在により「管理職になりたいがなれない」からではなく、「もともと管理職になりたくな
い」、もしくは何らかの要因により「管理職になりたくなくなった」からではないかと指摘している。 
表 2 管理職希望の有無(%)(安田 2009) 
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川口(2012)は、 2006 年 6 月に労働政策研究・研修機構が実施した『仕事と家庭の両立支援にかかわる
調査』における、従業員 300 人以上の企業で働く、「専門・技術的な仕事」「事務の仕事」「販売の仕
事」「営業（外回り）の仕事」「サービスの仕事」に従事する 20 歳代の一般社員（主任・係長を含む）
の回答を利用して、「企業の男女雇用機会均等化への取り組み」の実施状況、「仕事と家庭の両立支
援」の充実度、「管理職の賃金プレミアム」の大きさ、「管理職の労働時間」、「従業員に占める女性
比率」、「ロールモデルの存在」の６つの要因が男女の昇進意欲に及ぼす影響を比較・分析した。被説
明変数としては、「課長以上への昇進希望」有無のみをとらえた変数と、どの職位まで昇進したいかを
捉えた「昇進意欲スコア」の二つを用いている。その結果、積極的改善措置（ポジティブアクション
2
）
は、「課長以上への昇進希望」および「昇進意欲スコア」双方に対してプラスの影響を与えており、特
に「男性に対する啓発」を熱心に実施している企業では男女とも昇進意欲が高くなっていた。また、
「部課長に占める女性の割合」も、「課長以上への昇進希望」および「昇進意欲スコア」双方に対して
プラスの影響を与えており、女性管理職が多い企業では女性の昇進意欲が高いことが確認されている。
一方、仕事と育児の両立支援施策は女性の昇進意欲と有意な関係がなく、男性の昇進意欲とは負の相関
関係があった。2006 年時点では、女性非管理職の 7.2％しか課長以上に昇進したいと考えておらず、職
種の違いを区別していないため単純には比較できないものの、前述の 2004 年調査の 20 歳代回答と比較
しても低い水準となっている。 
表 3 今の会社でどこまで昇進したいか（20 歳代一般社員）（川口 2012） 
 
安田(2012)は、2008 年 8月に連合総合生活開発研究所が 20代から 50代までの雇用者（正社員）に対
して実施した『ワーク・ライフ・バランスに関するアンケート』における、まだ管理職に就いていない
20 代の若年正社員の個票データから、勤務する企業の仕事や職場特性が昇進希望に与える影響を分析し
た。被説明変数には、「あなたは現在の会社で、どこまで昇進したいと思っていますか」という設問に
                                                     
2
厚生労働省によるとポジティブアクションとは, 「固定的な男女の役割分担意識や過去の経緯から, 営業職 に女性はほ
とんどいない, 課長以上の管理職は男性が大半を占めている等の差が男女労働者の間に生じている場 合, このような差
を解消しようと, 個々の企業が行う自主的かつ積極的な取組」と定義されている. 具体的には以 下のサイトを参照.   
http://www.mhlw.go.jp/positive-action.sengen/about.html 
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対する回答から、「課長クラス」、「部長クラス以上」を 1、「係長・主任クラス」、「これ以上の昇
進は望まない」、「役付きでなくともよい」を 0 とする変数を用いている。その結果、昇進希望を規定
する要因は男女で大きく異なることを確認した。具体的には、自身がスペシャリストタイプの社員であ
ると認識している女性は管理職希望が弱く、面倒見の良い上司の下で働く女性は管理職希望が強い一
方、チーム作業である仕事や職場で働く男性の管理職希望が弱く、反対に裁量性の高い仕事や職場で働
く男性の管理職希望が強い傾向が示された。ここでは、仕事と生活の調和が取れていないために昇進希
望が弱くなるという関係は、男女ともに観察されなかった。2008 年時点においては、課長クラス以上に
昇進したいと考えている女性が 18.62%存在し、2006 年調査と比較して大幅に上昇している。また、近年
「昇進したくない」あるいは「昇進にこだわっていない」とする新卒男性が増えていることについて注
目されているが
3
、2006 年時点でも既に「役付きをのぞまない」としている若年正社員男性が 3割以上存
在することも注目に値する。 
表 4 男女別の昇進希望割合（30 歳未満の一般,・係長・主任クラスの正社員）（安田 2012） 
 
横山（2015）は、内閣府が 2009 年に全国 20歳〜44 歳の男女 10,000 名に対して行った『男女の能力発
揮とライフプランに対する意識に関する調査』の対象者の中から、管理職についていない、39 歳以下か
つ配偶者を持つ正社員に焦点を当てた。被説明変数とする「昇進意欲」には、「あなたは、今後、管理
職として、組織の経営や管理に携わりたいですか」という設問に対して、「そう思う」「どちらかとい
えばそう思う」と回答した場合 1、「どちらかといえばそう思わない」「そう思わない」「わからな
い」と回答した場合 0 とするダミー変数を用いて、「家事育児負担」、「子ども数と末子の年齢」、
「配偶者の雇用形態」、「世帯収入に占める回答者本人の収入割合」などの家庭要因や、「過去の昇進
意欲」、「性別役割分業感」、「管理職になることで得られる便益」が及ぼす影響を分析している。そ
の結果、男性では配偶者有無によって現在と過去の昇進意欲にほとんど差は見られないが、女性では有
配偶者の方が現在も過去も昇進意欲が高いことが確認された。加えて、女性はもともとどういう昇進意
欲を持っていたかが重要だとしている。一方、家事や育児の現実的な負担などの家庭要因と女性の昇進
                                                     
3 株式会社クロス・マーケティング（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：五十嵐幹）による一都三県（東京・神奈
川・千葉・埼玉）に在住する 20 歳～39 歳の男女を対象に「若手社員の出世・昇進意識に関する調査」 
https://www.cross-m.co.jp/news/release/20150826.html 
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意欲とは有意な関係が見られず、家事や育児の現実的な負担が重いと考える女性は、現状では昇進を諦
めるというより正社員就業を諦める傾向が強いことを推測している。さらに、管理職になることによる
便益と費用に対する考え方については、男女ではっきりと違いが見られ、男性は、管理職の費用便益が
管理職への昇進意欲を高めるのに対し、有配偶女性の昇進意欲には有意な影響を与えなかった。また、
他の先行研究においては女性の昇進意欲に有意に正の影響を与えていた「女性活用に積極的な職場」が
有意にならず、施策の効果が未婚者への限定的なものである可能性を指摘している。当調査は対象が有
配偶者のみとなっており、かつ昇進意欲の調査方法が他の調査と異なるため、他の調査との比較が難し
いものの、2009 年時点で「管理職として、組織の経営や管理に携わりたい」女性は 15.8%存在し、2006
年調査と比較して、それほど大きく上下していない。 
表 5 仕事や働き方に対する今後の希望 (管理職として、組織の経営や管理に携わりたい)（内閣府 2009） 
 
武石(2014)は、労働政策研究・研修機構が 2012 年 10月に実施した『男女正社員のキャリアと両立支援
に関する調査』における、（a）従業員数 100 人以上の企業の調査、（b）(a)の対象企業で働く課長相当
職以上の管理職の調査、（c）(a)の対象企業で働く 40歳未満の大卒以上一般従業員（主任・係長以下）
の調査をマッチングさせて、企業の施策・制度の要因と職場状況の要因が一般従業員の昇進意欲に及ぼ
す影響を分析した。被説明変数である「昇進意欲」については，「あなたは現在働いている会社で、以
下のどこまで昇進したいと思っていますか」という設問に対する回答で、「課長相当職」「部長相当
職」「役員以上」と回答した場合に「昇進意欲あり」とし，「役付きでなくともよい」及び「係長・主
任相当職」と回答した場合に「昇進意欲なし」としている。その結果、女性の昇進意欲を高める上で、
コーポレートレベルで女性活躍推進や両立支援の施策を実施することによる効果は限定的であることを
確認している。一方、従業員が女性活躍推進策や両立支援策の取り組みへの認識、および上司の女性部
下に対する積極的な育成方針が女性の昇進意欲に有意にプラスの効果があるとしている。つまり、施策
の実施そのものではなく、企業が女性の活躍推進やポジティブアクション等を推進していることに対す
る上司や従業員の認識が、女性の昇進意欲の促進に貢献している可能性を指摘している。また、男女共
に「主任・係長」というポジションにあることも、昇進意欲に有意にプラスの効果があった。2012 年調
査においては、大卒以上かつ 40 歳未満で、課長相当職以上に昇進したい女性が 20%となっており、2006
年から上昇傾向にあることが窺える。 
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表 6 男女別，昇進意欲（一般従業員調査）（武石 2014） 
 
『男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査』については、労働政策研究・研修機構（2014）およ
び奥井・大内・脇坂（2015）も分析を実施している。 
労働政策研究・研修機構（2014）は、管理職昇進のための訓練指示や仕事の裁量拡大、主任・係長への
昇進など、会社側から女性への期待を示すこと、女性から見て管理職昇進を「手に届くもの」とするよ
うな取り組みが、実際に女性の昇進意欲を高めることを確認している。なお、育児休業制度が「3 歳を
超えても可能」な場合に、昇進意欲に対してマイナスの有意となっていることから、あまりにも手厚い
長期の育児休業制度は却って女性の昇進意欲を阻害する可能性があることを指摘している。 
奥井・大内・脇坂（2015）は、（b）管理職調査と（c）一般従業員調査を利用して、企業における平均
昇進スピードが女性管理職昇進に影響を与えるのかについて、サンプルを女性に限って分析している。
その結果、子どもがいること、および勤務先の昇進スピードが遅いことが女性管理職の昇進に有意にマ
イナスの影響を与えることを示している。一方、子どもがいる女性に限ると勤務先の昇進スピードが遅
いことが昇進確率を上昇させることから、脇坂(2014)が指摘した「『遅い選抜』の企業のほうが、ゆっ
くり人材を育成し潜在能力を慎重に見極める結果、 有能な女性を多く管理職として登用するかもしれな
い。」という仮説との一致に言及している。 
また、21世紀職業財団が、2013 年 3 月に従業員数 301 人以上の企業に勤務している子どものいる正社
員女性に対して実施した『育児をしながら働く女性の昇進意欲やモチベーションに関する調査』では、
妊娠前に育成熱心な上司のもとで働いたことや、子どもが小さい内も少し困難な仕事を配分するといっ
た上司の仕事の任せ方が、女性の昇進意欲にプラスの影響を及ぼすことを確認している。当調査も対象
が有配偶者のみとなっており、かつ「あなたの昇進への希望を教えてください」という問いに「昇進し
たい」と回答した者を「昇進意欲あり」としているため、管理職以上への昇進意欲有無が不明で他の調
査との比較が難しいものの、「昇進したい」専門職女性は 34.3%存在し、もともと「昇進がない」仕事
を除くと、「昇進したくない」専門職女性の 34.3%と同じ水準となっている。その他の職種において
も、「昇進がない」仕事を除くと、「昇進したい」比率が「昇進したくない」比率を超えてきている。 
表 7 コース別昇進意欲（21 世紀職業財団 2013）4 
 
                                                     
4
当調査では、「コース別ありの企業に所属する女性労働者で専門職コースにいる」ことを専門職としている。 
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西谷(2015)は、2015 年 6月〜7月にかけて、2020 年までに女性支店長 30 名、リーダー的地位に占め
る女性割合 30%のという目標を公表している地方銀行Ａの 15 支店 315 名に対して質問紙調査を行い、女
性支店長というロールモデルと女性行員の昇進意欲の関係を分析した。被説明変数は、「あなたはどこ
まで昇進・出世したいですか（課長、次長、支店長、役員、頭取）」の質問回答に対し、「課長=3」
「次長 =4」「支店長 =5」「役員=6」「頭取 =7」の点数を付け、現在の職位について「非正規職員=1」
「一般職員 =2」「課長=3」「次長 =4」「支店長 =5」の点数を付け、前者の点数から後者の点数を減算
したものを「昇進意欲度」として使用している。結果、女性支店長の店舗に所属することは、女性行員
に対してのみ昇進意欲を高める影響があり、女性支店長店舗の女性行員に対してはロールモデルになっ
ている可能性があることを明らかにしている。女性全体の昇進意欲度の平均値は 0.64 となっており、
「一般職員」から「課長」など 1以上の職位昇格を目指す意欲の低さが表れている。 
表 8 理想支店長像 記述統計量（西谷 2015 から一部抜粋） 
 
第２項 定性的調査に基づく研究 
他方、インタビューを通した定性的調査により、曽我・朴木（2010）や高田・横田(2012)、永瀬・山名
（2012）が、自己効力感が昇進意欲に対してプラスの影響を与えることを確認している。 
曽我・朴木（2010）は 2008 年 2 月から 9 月にかけて、大学卒業後 15年以上の女性（大学で理工系分野
専攻：30代後半から 40代）で現在就業している（常勤もしくは非常勤）または過去に就業経験があり
現在は地域でのボランティア活動などをしている 10 名に半構成法によるインタビューを実施した。その
結果、女性理系分野先行者は、教育機関において培い始めた自己効力感を土台に、その後の人生での諸
経験を通して、多様性、柔軟性、コミュニケーション／ネットワーク力、目標設定と risk-taking のス
キル、学び続ける姿勢(life-long learning)を養い、自らの成長や未来志向、社会還元の価値観の支え
としていることを示している。 
高田・横田(2012)は 2009 年 6月から 2011 年 9月の間に、地方銀行 4行 21 名の女性に対して実施した
半構造化面接法により、昇進を望まない女性が多い風潮の中で、現在中間管理職にある女性達が何をき
っかけとして、昇進にむかって自らの態度を変容させたのか、彼女たちの持つ人的ネットワークの広さ
と過去の達成経験に着目して調査した。その結果、職務経験には偏りがあること、社外よりも社内中心
のネットワークを形成していることが確認された。また、昇進を受容する際の心境の変化について述べ
る際に、最も多く使われた表現が「できるのではないかと思った、やってみようと思った」であること
から、社内ネットワークが管理職になることの代理体験を得る場として機能し、彼女たちの自己効力感
を醸成する効果があったことを指摘している。 
永瀬・山名（2012）は 2009 年 9 月から 11 月にかけて、大企業で将来の女性リーダーとして期待され
ている 20 歳代後半から 40 歳代の女性 20 名に対して約 2時間の半構造化インタビューを実施した。そ
の結果、30 歳までのジョブローテーションあるいは転職によってキャリアの積み重ねを実感しているこ
と、上司によるチャレンジ機会の創出および仕事を任される経験、男女均等待遇といった既に先行研究
で指摘されている要因に加えて、両立支援策の整備やそれらを活用しやすい雰囲気、出産後のサポート
を得るための出産前後の周囲への働きかけといった職場の要因、学卒時の就業継続意識や自信のある仕
事分野の形成といった個人の要因、夫の後押しや家事・育児分担といった家庭の要因が、就業を継続
し、管理職になるための要因と整理している。 
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第３項 先行研究における影響要因の整理 
これまでの先行研究で明らかになった女性の昇進意欲にかかわる要因を、以下に整理する。 
（１）制度的要因 
安田(2009)は、企業における「機会均等政策」の推進が、総合職女性の管理職増加に寄与する可能性が
あることを指摘した。また、川口(2012)も、女性の積極的な登用や、男性に対する啓発などの積極的改
善措置（ポジティブアクション）の実施が、昇進希望有無および昇進意欲の強さ（どの職位まで昇進し
たいか）のいずれに対してもプラスの影響があるとしている。 
一方、短時間勤務制度や配偶者出産時の男性の休暇制度などの両立支援制度については、先行研究では
女性の昇進意欲と有意な関係が出ていない。それどころか、労働政策研究・研修機構（2014）は、手厚
すぎる（法定を超える）育児休業制度は、昇進意欲に有意に対してマイナスの影響を与えるとしてい
る。したがって、企業が実施する制度には、女性の昇進意欲に影響を与えるものと与えないものが存在
すると考えられる。もちろん、昇進意欲には影響を与えない制度でも、女性の離職確率を低下させ，結
果的に女性の昇進を増やす可能性はある（川口 2012）ため、制度実施の目的と効果を改めて確認する必
要がある。 
また、奥井・大内・脇坂（2015）は、勤務先の昇進スピードが遅いことが女性管理職の昇進に有意にマ
イナスの影響を与えるとしている。しかし、その背景として、出産・育児と昇進時期が重ならないから
という仮説は棄却されており、子どもがいてもいなくても、昇進スピードが速い企業のほうが管理職へ
の昇進確率が高くなっている。この理由としては、昇進スピードの速い企業が、日本的雇用慣行にとら
われない企業で、女性の積極活用につながっていること、単に昇進スピードが速い企業なので、女性に
限った話ではなく同じ年齢・勤続年数であれば、より管理職の割合が高くなっていることを指摘してい
る。 
（２）職場の要因 
安田(2012)は、面倒見の良い上司の下で働く女性は管理職希望が強いことを確認している。武石(2014)
や 21 世紀職業財団（2013）も、上司の女性部下に対する積極的な育成方針や、子どもが小さい内も少し
困難な仕事を配分するといった上司の仕事の任せ方が女性の昇進意欲にプラスの影響を及ぼしているこ
とを確認している。したがって、女性の昇進意欲に対して、彼女たちへの上司のかかわり方が影響して
いると思われる。 
一方、労働政策研究・研修機構（2014）は、管理職昇進のための訓練指示や仕事の裁量拡大など、制度
的要因や上司のかかわり方に加えて、主任・係長への昇進が女性の昇進意欲を高めることを確認してい
る。主任・係長であることの昇進意欲への影響については、川口(2012)および武石(2014)でも同様に確
認されており、主任・係長への昇進が、会社側から女性への期待を示し、女性に管理職昇進を「手に届
くもの」と思わせている可能性を示唆している。 
川口(2012)は、「部課長に占める女性の割合」が高いと昇進意欲にプラスの影響を及ぼすことから、身
近にロールモデルがいると女性の昇進意欲が高くなることを指摘している。しかし、西谷(2015)は、重
回帰分析では、正規雇用の女性行員には、女性支店長店舗で働いていることが昇進意欲に正の影響を与
えるという結果が出ているものの、インタビューの結果や、女性の支店長候補者が辞退していくという
事実と反しており、また女性支店長店舗に在籍する男性行員の昇進意欲が高くないことから、その影響
が及ぶ範囲については疑念を呈している。 
（３）家庭の要因 
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安田(2009)は、子どものいる女性は管理職希望が強いことを示している。一方、奥井・大内・脇坂
（2015）は子どもがいることが女性管理職の昇進に有意にマイナスの影響を与えることを示しており、
相反した結果となっている。これは安田(2009)が 2004 年の調査を分析した結果であるのに対して、奥
井・大内・脇坂（2015）は 2012 年に調査した結果であり、8年というブランクがあることにより結果が
異なっている可能性が考えられる。しかし、第１項で見た通り、女性全般としては昇進意欲が上昇傾向
にある中、子どもがいる女性については昇進意欲が下がっていることになり、整合していない。 
（４）個人の要因 
曽我・朴木（2010）や高田・横田(2012)、永瀬・山名（2012）は、自己効力感が昇進意欲に対してプラ
スの影響を与えることを確認しているが、定量的に調査した結果はない。 
また、横山(2015)は、「過去の昇進意欲」が昇進意欲に対してプラスの影響を与えるとしており、昇進
意欲は学校卒業時までに形成される選好として、学校教育や家庭教育が重要であることを示唆してい
る。学校卒業時は、総合職か専門職かという職種を選ぶタイミングでもあることから、専門職女性にお
いても過去の昇進意欲と現在の昇進意欲に有意な関係があることが確認できれば、そもそも過去の昇進
意欲が低い女性が専門職を希望しているという推察も成り立つ。 
第２節 専門職の研究 
「専門職」という語は、多義に用いられる言葉である（鵜沢 1996）。昨今では、「基幹職（総合）」
「基幹職（専門）」と入社時からコースを分ける、あるいは管理職相当職位から「管理職」と「専門
職」にコースを分けるなどのような人事制度を設ける民間企業もあり、定義は組織によってまちまちに
なっている。管理職と専門職の比較で考えると、管理職は「他人を管理することを通じて組織に貢献す
る者（具体的には部下の評価を行い、売り上げや利益に責任を持つライン管理職）」、また専門職は
「自らの専門性を通じて組織に貢献する者」と定義できるが、専門職の「仕事の専門性」は管理職に比
べて必ずしも高くないとも言われている(八代 2001)。なお、女性のキャリア形成にとっては、「スキ
ル・資格」という「強み」の自認が有効であることが示唆されている(本田 2014) 
日本において、「専門職」として最も広く公式にかつ一般的に捉えられているものは、日本標準職業分
類を基にした「専門的・技術的職業」である（鵜沢_1998）。また、労働基準法第 14条においても、国
（厚生労働省）が定める高度な専門知識を有するものとして、「博士の学位を有する者」「公認会計
士、医師、歯科医師、獣医師、弁護士、一級建築士、税理士、薬剤師、社会保険労務士、不動産鑑定
士、技術士、又は弁理士のいずれかの資格を有する者」「IT ストラテジスト試験又はアクチュアリー試
験に合格している者」「システムエンジニア又はデザイナーで、年収が 1075 万円以上の者」などが挙げ
られている。しかしながら、本研究では、それらの客観的指標ではなく、女性自身が自らを専門職であ
ると自認していることによって、専門職を定義することとする。 
なお、専門職研究に近いものとして、プロフェッショナル研究が挙げられる。西脇(2012)によると、プ
ロフェッショナルは、専門知識、自律性、職業規範の三点で定義づけられる専門職従事者をさし、先行
研究では自らの能力や資質を武器に組織横断的に活動することが可能で，他者と違う独自の成果や高い
成果を生み出せる人々と考えられている。プロフェッション研究は、1950 年以降に組織研究において関
心が高まった領域で、プロフェッショナルに組織内で高いパフォーマンスを出させるためのマネジメン
トや統括のメカニズムを研究する官僚制ベース研究と、プロフェッショナルがもつ知識の利活用や刷新
の方法、そのためにセルフコントロールやマネジメントを研究する知識ベース研究に大別される。ここ
では専門職の理解につながる「コスモポリタン／ローカル」の議論に触れる。Gouldner(1957)は、プロ
フェッショナルのコミットメントやキャリアの理論基盤としてコスモポリタンとローカルという概念を
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提唱した。コスモポリタンを「勤務先組織への忠誠心が低く、専門化された役割スキルへのコミットメ
ントが高く、外部のレファレンスグループ志向の人」、ローカルを「勤務先組織への忠誠心が高く、専
門化された役割スキルへのコミットメントが低く、内部のリファレンスグループ志向の人」と定義して
おり、プロフェッショナルを説明する要素の一部としてコスモポリタンを位置付けている。専門職≒プ
ロフェッショナルとすると、専門職はもともと勤務先組織への忠誠心が低く、外部志向であることか
ら、社内での昇進に対するインセンティブが弱い可能性が想定される。 
第３節 本研究の位置づけと仮説の設定 
第１節で概観したとおり、先行研究では昇進意欲の男女比較や、理系技術職や女性銀行員など一部の業
種における専門職女性の昇進意欲については調査しているものの、職種による昇進意欲の比較を行って
いるものは少なく、また、昇進意欲の規定要因の比較は行っていない。そこで、本研究では、先行研究
で示されている、女性の昇進意欲の促進要因および阻害要因について、専門職と専門職以外に同様の質
問を行い、どのような差があるのかを調査するものである。なお今回は調査対象として従業員のみを対
象としており、企業を対象としていないため、先行研究で有意に影響があると示されている一部の変数
は割愛し、以下 9 個の要因について影響を確認する。 
（１）制度の要因 
一つ目の要因は、「勤め先企業のポジティブアクション施策」である。先行研究においては、当要因は
女性の昇進意欲に対してプラスの影響を与えるとしている。川口（2012）は、これを研究結果からは識
別できないものの、このようなポジティブアクション施策を実施している企業には、昇進意欲の高い男
女が集まるという可能性も否定できないとしている。しかし、専門職においては、企業が女性を公平に
扱おうとする施策がリテンションにはつながっても、女性を昇進させようとする施策が昇進意欲に対し
てはプラスにならず、むしろ業務内容が変わることによる反発が生まれるため、影響を与えないと考え
る。 
仮説 1-1 「勤め先企業のポジティブアクション施策」は、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意
にプラスの影響を与える。 
仮説 1-2 「勤め先企業のポジティブアクション施策」は、専門職の女性の昇進意欲に対して、有意な影
響を与えない。 
二つ目の要因は、「勤め先における両立支援策の整備状況」である。川口（2012）は、高い昇進意欲を
もつ女性のなかにも、仕事と育児の両立が困難なために不本意ながら退職する人が多いと考えられるた
め、育児支援制度が女性の離職確率を低下させ、結果的に女性の昇進を増やす可能性（松繁・武内 
2008）があることについて示唆しながらも、仕事と家庭の両立支援施策は、女性の昇進意欲とは統計的
に有意な関係がなかったとしている。武石(2014)は、企業の実施する女性活躍推進や両立支援の施策の
取り組みは、女性に認知されることを通じて、女性の昇進意欲を高めるため、施策を実施するだけでは
不十分だとしている。図１によると、専門職・技術的職業従事者は他の職種と比較しても離職率が低く
なっており、ある程度管理職昇進のための母集団は形成されていると思われるが、専門職女性の昇進意
欲は低いままとなっている。したがって、専門職女性においては、両立支援策が離職率を低下させるこ
とと、女性の昇進意欲向上が関係していない可能性が高いと考え、専門職以外の女性と同様、両立支援
策の整備は専門職女性の昇進意欲に影響を与えないと仮定する。 
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図 1 職業別入職率・離職率（平成 22 年雇用動向調査結果） 
仮説 2-1 「勤め先における両立支援策の整備状況」は、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意に
プラスの影響を与える。 
仮説 2-2 「勤め先における両立支援策の整備状況」は、専門職の女性の昇進意欲に対して、影響を与え
ない。 
三つ目の要因は、「手厚すぎる両立支援制度」である。先行研究は、当要因が女性の昇進意欲に対して
マイナスの影響を与えるとしている。労働政策研究・研修機構（2014）は、出産育児期に長期間休んだ
り短時間勤務をすることにより、業務知識や経験の蓄積が同年代の他の社員に比べ遅れを取ったり、実
際はそうではなくとも「遅れを取ってしまったのではないか」といった不安が生ずることにより、昇進
の意欲が減少する可能性を指摘している。専門職女性においても、長期休業により同期の特に男性に比
べて遅れを取る不安は生じることから、同様にマイナスの影響を与えると考えられる。 
仮説 3 「手厚すぎる両立支援制度」は、専門職であるかどうかにかかわらず、女性の昇進意欲に対し
て、有意にマイナスの影響を与える。 
（２）職場の要因 
四つ目の要因は、「職場の良質なマネジメント」である。先行研究においては、当要因は女性の昇進意
欲に対してプラスの影響を与えるとしている。安田(2012)は、「面倒見の良い上司」の存在が女性の昇
進意欲に対して有意にプラスの影響を与えており、 業務がうまく進むように支援してくれる、 業務の
面倒を最後までみてくれるなど、上司の対応が女性部下の昇進意欲を強める可能性を指摘している。ま
た、武石(2014)は、上司が部下の性別を意識せずに、仕事の経験を通じて成長できるよう育成していく
という前向きな態度が、女性の昇進意欲喚起に不可欠であるとしている。このような職場における人間
関係的要因は、専門職女性に対しても昇進意欲に対してプラスの影響があると思われる。 
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仮説 4 「職場の良質なマネジメント」は、専門職であるかどうかにかかわらず、女性の昇進意欲に対し
て、有意にプラスの影響を与える。 
五つめの要因は、「主任・係長であること」である。先行研究においては、当要因は女性の昇進意欲に
対してプラスの影響を与えるとしている。武石(2014)は、そもそも昇進意欲の高い女性が主任・係長相
当職に就いているという解釈もできるが、主任・係長という役割を与えることで、次のステップを目指
す意欲喚起になるという側面を指摘している。確かに、主任・係長は、ラインとしての管理職業務は行
わないまでも、日常業務においては既にチームのリーダーとしてマネジメントを行っている場合が多
い。このように、より近い存在であるがゆえに管理職に対して心理的抵抗が薄れるというは、職種に限
らず起こりうると考えられるため、専門職女性においても同様に昇進意欲に対してプラスの影響がある
と推察する。 
仮説 5 「主任・係長であること」は、専門職であるかどうかにかかわらず、女性の昇進意欲に対して、
有意にプラスの影響を与える。 
六つ目の要因は、「ロールモデルの存在」である。川口（2012）は、女性管理職が多い企業では、女性
同士の私的ネットワークのなかに管理職が含まれている可能性が高く、キャリア形成や昇進に必要な情
報を入手しやすくなることが女性の昇進意欲の高さに影響していると考察している。武石(2014)は、
「管理職に占める女性比率」が女性の昇進意欲に対してプラスに有意であったことから、昇進後のモデ
ルが存在することが女性の昇進意欲を高めるが、それ以上に職場の状況が重要であり、効果は限定的で
あるとしている。西谷（2015）は、同じ職場で働いており、身近に感じることで、女性支店長は正規雇
用の女性からはロールモデルと認識され、彼女らの昇進意欲に正の影響を及ぼしている可能性がある一
方で、女性支店長を有効なロールモデルにすることよりも、特に男性の働き方を変えていく必要がある
ことを示している。仮説 2で述べたように、専門職女性の離職率の低さが昇進意欲に結びついていない
とすると、彼女たちは昇進している女性ではなく、昇進せずに現場で専門知識を駆使して業務を遂行し
ている女性をロールモデルとして選んでいることが想定され、ロールモデルの存在はむしろ昇進意欲に
マイナスの影響を与えていると考える。 
仮説 6-1 「ロールモデルの存在」は、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意にプラスの影響を与
える。 
仮説 6-2 「ロールモデルの存在」は、専門職の女性の昇進意欲に対して、有意にマイナスの影響を与え
る。 
（３）家庭の要因 
七つ目の要因は、「子どもの有無」である。先行研究では、当要因と女性の昇進意欲の間に有意な関係
を認めていない。川口（2012）は、分析の結果、配偶者有無や子どもの数、年齢は有意な係数をもって
おらず、結婚や出産や年齢と昇進意欲との関係は強くないと結論付けている。安田(2012)も、結婚・出
産などで既に退職している女性が調査対象から脱落している可能性が影響していることを指摘しつつ
も、子どもの数は有意な係数をもっておらず、男女ともに仕事と生活の調和が取れていないために昇進
希望が弱くなるという関係は観察されなかったとしている。武石(2014)においても、配偶者がいるこ
と、同居の親（介護なし）がいることはマイナスの係数になっているものの、子どもの有無は有意な係
数をもっていない。専門職女性においては、資格取得など就業前後を通じてかなりの自己投資を行って
いることから、たとえ昇進意欲が低いような女性でも結婚や出産などのライフイベントにおいて直ちに
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就業の継続を諦めず組織に残っている。したがって、女性一般においては退職などにより調査対象から
脱落していることから現れなかった関係が、専門職女性では現れ、昇進意欲にマイナスの影響を与える
と考える。 
仮説 7-1 「子どもの有無」は、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意な関係がない。 
仮説 7-2 「子どもの有無」は、女性の昇進意欲に対して、有意にマイナスの影響を与える。 
（４）個人の要因 
八つ目の要因は、自己効力感である。先行研究は、定性的調査のみであるものの、当要因が女性の昇進
意欲に対してプラスの影響を与えるとしている。曽我・朴木（2010）は、Bandura（1977）が提唱する自
己効力感の４つの基本要素である、成功体験、身近なモデルケースの経験やロールモデルからの学び、
他者からのサポートや激励、安心感を与える環境について、対象者である女性理系分野先行者たちが教
育期間中における諸経験を通じて得たことにより、自己効力感の芽生えがあり、それをさらに強化した
ことを示唆している。永瀬・山名(2012)は、インタビューした者の全員が 20 歳代後半までに仕事に没
頭し困難を克服する経験を持っており、経験した仕事の内容の大変さや面白さ深さについて、 ほぼすべ
ての女性が十分に語る内容を持っていたことを、企業から選抜された女性たちの特徴として言及してい
る。高田・横田(2012)は、女性が自身の未来に対して自信を持つことができるか否かが、昇進に対して
受容的になることに大きく影響したと考察している。これらの先行研究と同様に、専門職女性において
は、専門家になるための資格の取得や業務経験を通じて自己効力感が醸成されがことが予想されるにも
かかわらず、先行研究ではその他職種と比較しても昇進意欲が低いことから、自己効力感の影響が限定
的であることが推察される。 
仮説 8-1 「自己効力感」の高さは、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意にプラスの影響を与え
る。 
仮説 8-2 「自己効力感」の高さは、専門職の女性の昇進意欲に対して、影響を与えない。 
九つ目の要因は、「もともとどういう昇進意欲を持っていたか」である。先行研究は、当要因が女性の
昇進意欲に対してプラスの影響を与えるとしている。横山(2015)は、正社員就業をしている女性にとっ
ては、学校卒業時に昇進意欲が高い場合、労働意欲も高いことが予想されることから、それが業績につ
ながり現在の昇進意欲をますます高めている可能性を指摘している。また、永瀬・山名(2012)は、90 年
代までの先行研究においては、学卒時には明確な就業継続意識を持っていなかったものの、入社後の仕
事の面白さから就業を継続した女性の事例が多かったのに対して、彼女らが 2009 年に行った調査対象者
では、学卒時に就業継続意識を持っていたのが、約 3分の 2（14 名）とかなり高かったことに言及し
ており、就業継続意識の変化を示唆している。学校卒業時、つまり職種を選択した時点の昇進意欲と現
在の昇進意欲の関係性は、職種によって変わるとは考えにくいため、当要因は専門職でもプラスに影響
すると考える。 
仮説 9 「もともとどういう昇進意欲を持っていたか」は、専門職であるかどうかにかかわらず、女性の
昇進意欲に対して、有意にプラスの影響を与える。 
上記の仮説をまとめると以下のようになる。 
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表 9 本稿仮説の整理 
女性の昇進意欲に対する要因 仮説（専門職以外） 仮説(専門職) 
(１)制度的要因 
①勤め先企業のポジティブアクション施策 
②勤め先における両立支援策の整備状況 
③手厚すぎる両立支援制度 
 
①プラス 
②プラス 
③マイナス 
 
①影響なし 
②影響なし 
③マイナス 
(２)職場の要因 
④職場の良質なマネジメント 
⑤主任・係長であること 
⑥ロールモデルの存在 
 
④プラス 
⑤プラス 
⑥プラス 
 
④プラス 
⑤プラス 
⑥マイナス 
(３)家庭の要因 
⑦子どもの有無 
 
⑦影響なし 
 
⑦マイナス 
(４)個人の要因 
⑧自己効力感 
⑨もともとどういう昇進意欲を持っていたか 
 
⑧プラス 
⑨プラス 
 
⑧影響なし 
⑨プラス 
第３章 使用するデータと分析方法 
第１節 調査対象と期間、手法 
調査対象は、最終学歴から 10年以上 25年未満の会社員で、課長（あるいはその同等の役職）になって
いない女性である。インターネット調査会社を利用し、登録モニターに対して、上記の条件があてはま
るかスクリーニング調査を行った後、あてはまったモニターに対して 2016 年 11 月に本調査を行い、専
門職 110 名、専門職以外 111 名から回答を得た。 
第２節 質問項目と尺度 
本調査の質問票は、主に先行研究で使用した質問票の項目から抜粋した。 
昇進希望は、川口（2012)で使用された『仕事と家庭の両立支援にかかわる調査』（労働政策研究・研
修機構 2006）、安田（2012)で使用された『ワーク・ライフ・バランスに関するアンケート』（連合総
合生活開発研究所 2008）、横山（2015）で使用された『男女の能力発揮とライフプランに対する意識に
関する調査』（内閣府 2009）、『育児をしながら働く女性の昇進意欲やモチベーションに関する調査』
（21世紀職業財団 2013)、武石（2014)、奥井、大内、脇坂（2015）で使用された『男女正社員のキャ
リアと両立支援に関する調査』（労働政策研究・研修機構 2014）にある類似の質問項目から、選択肢を
組み合わせるなどして作成した。 
①勤め先企業のポジティブアクション施策は、『仕事と家庭の両立支援にかかわる調査』（労働政策研
究・研修機構 2006）の質問項目をベースに、『男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査』（労働
政策研究・研修機構 2014）にある類似の質問項目から制度を追加して作成した。 
②勤め先における両立支援策の整備状況、および③手厚すぎる両立支援制度、⑥ロールモデルの存在
は、『男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査』（労働政策研究・研修機構 2014）から抜粋し
た。 
④職場の良質なマネジメントは、『育児をしながら働く女性の昇進意欲やモチベーションに関する調
査』（21世紀職業財団 2013) の質問項目をベースに、『ワーク・ライフ・バランスに関するアンケー
ト』（連合総合生活開発研究所 2008）および『男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査』（労働
政策研究・研修機構 2014）にある類似の質問項目を追加して作成した。 
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専門職ダミー、⑤主任・係長であること、⑦子どもの有無に関する質問は、『男女正社員のキャリアと
両立支援に関する調査』（労働政策研究・研修機構 2014）から抜粋した。 
⑧自己効力感は、Rigotti, Schyns, Mohr(2008)の質問票を筆者が翻訳したものを使用した。 
⑨もともとどういう昇進意欲を持っていたかは、『男女の能力発揮とライフプランに対する意識に関す
る調査』（内閣府 2009）から抜粋した。 
測定方法は、（１）制度的要因に関する質問は「現在、実施している」＝１、「実施していない」＝
２、「わからない／答えられない」＝３からの選択とし、「わからない／答えられない」は「実施して
いない」に含めた。また、（２）職場の要因、および（４）個人の要因における職場や上司、個人につ
いての主観に関する質問は「あてはまる」＝１、「ややあてはまる」＝２、「どちらともいえない」＝
３、「あまりあてはまらはい」＝４、「あてはまらない」＝５からの選択としているため、ダミー以外
の項目はすべて独立変数に対して反転となることに注意されたい。 
なお、従属変数である「昇進意欲」は、「役付きでなくともよい」及び「係長・主任相当職」＝０、
「課長相当職」＝１、「部長相当職」＝２、「役員以上」＝３とする Model1 と、「課長相当職」「部長
相当職」「役員以上」と回答した 場合に「昇進意欲あり」＝１とし、「役付きでなくともよい」及び
「係長・主任相当職」と回答した場合に「昇進意欲なし」＝０とする Model2 の二つに対する影響を確認
した。 
第３節 分析方法 
本節では、調査回答への分析結果を説明する。なお、分析には、IBM 社の「SPSS Statistics ver.23」
を用いた。分析に用いた 221 サンプルの個人特性の分布を表 10に示す。 
表 10  個人特性の分布 
項目 専門職 専門職以外 
人数 割合 人数 割合 
年代 30 代 
40 代 
66 
44 
60.0% 
40.0% 
66 
45 
59.5% 
40.5% 
職業 会社員（事務系） 
会社員（技術系） 
会社員（その他） 
28 
45 
37 
25.5% 
40.9% 
33.6% 
88 
5 
18 
79.3% 
4.5% 
16.2% 
結婚 未婚 
既婚 
60 
50 
54.4% 
45.5% 
71 
41 
64.0% 
36.0% 
子ども あり 
なし 
29 
81 
26.4% 
73.6% 
29 
82 
26.1% 
73.9% 
次に、質問調査票に対する回答の因子分析及び信頼性分析の結果について述べる。  
①勤め先企業のポジティブアクション施策、②勤め先における両立支援策の整備状況、④職場の良質な
マネジメント、⑧自己効力感について、因子分析（①②は主因子法・バリマックス回転、④⑧は最尤
法・プロマックス回転）を行った。 
①勤め先企業のポジティブアクション施策に関して、企業の「積極性」と「施策」について質問した。
質問項目の因子分析結果を表 11 および 12 に示す。各々の信頼度係数は.923 と.885 となった。 
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表 11 「積極性」の因子分析結果 
設問 因子行列 
現在働いている会社は、女性の就業意欲を向上させる取り組みに積極的である .865 
現在働いている会社は、女性の管理職登用や職域拡大の状況の「見える化」の取り組みに積極的である .887 
現在働いている会社は、あらゆる場面で女性に対する差別をなくす取り組みに積極的である .905 
現在働いている会社は、セクハラやいじめの防止、迅速・厳正な対応への取り組みに積極的である .810 
表 12 「制度」の因子分析結果 
設問 因子行列 
ポジティブアクションに関する専任の部署、あるいは担当者を設置（推進体制の整備） .664 
女性の活躍推進における問題点の調査・分析 .790 
女性の能力発揮のための計画を策定 .815 
女性の積極的な登用 .509 
女性の少ない職場に女性が従事するための積極的な教育訓練 .757 
女性専用の相談窓口 .662 
セクハラ防止のための規程の策定 .664 
男性に対する啓発 .595 
職場環境・風土を改善 .684 
②勤め先における両立支援策の整備状況に関する質問項目の因子分析結果を表 13 に示す。２因子に収
束し、因子 1 を「ワークサポート」因子 2を「ライフサポート」とする。また、各々の信頼度係数
は.863 .782 となった。 
表 13「勤め先における両立支援策の整備状況」の因子分析結果 
設問 因子行列 1 因子行列 2 
育児のための短時間勤務制度 .247 .577 
フレックスタイム制度 .177 .682 
始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ .136 .815 
所定外労働（残業）を免除する制度 .458 .523 
事業所内託児施設の運営 .573 .272 
子育てサービス費用の援助措置等（ベビーシッター費用など） .755 .199 
職場への復帰支援（復帰をスムーズにするためのセミナー開催など） .439 .383 
配偶者が出産の時の男性の休暇制度 .580 .284 
子供の看護休暇 .589 .195 
転勤免除（地域限定社員制度など） .636 .247 
育児等で退職した者に対する優先的な再雇用制度 .702 .120 
子育て中の在宅勤務制度 .764 .201 
④職場の良質なマネジメントに関して、「上司との関係」「仕事の任せ方」について質問した。質問項
目の因子分析結果を表 14および 15に示す。各々の信頼度係数は.934 および.794 となった。 
表 14 「上司との関係」の因子分析結果 
設問 因子行列 
上司は、あなたの育成に熱心である .885 
上司の期待を感じる .855 
上司は、あなたの仕事に対して、建設的なフィードバックをしてくれる .940 
上司自身がメリハリをつけた仕事の仕方をしている .815 
上司はあなたの仕事以外の生活や家庭のことにも配慮している .811 
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表 15 「仕事の任せ方」の因子分析結果 
設問 因子行列 
あなたの実力より少し困難な仕事を任せる .776 
あなたの実力より大幅に困難な仕事を任せる .850 
⑧自己効力感の信頼度係数に関する質問項目の因子分析結果を表 16に示す。1 因子に収束し、信頼
度.915 となった。 
表 16 「自己効力感」の因子分析結果 
設問 因子行列 
業務で困難に直面しても、自分の業務遂行能力に自信を持っているため、平静でいられる .806 
業務で問題が発生しても、何らかの解決方法を見つけることができる .919 
業務で何が発生しても、自分で対処することができる .856 
業務における過去の経験は、現在や将来の業務に役立っている .706 
業務において自ら設定したゴールを達成している .708 
業務における様々な要求に対して、心の準備ができている .825 
各因子において 0.78 以上の十分に高い信頼性係数を持っていることを確認している。 
これらの因子を含めた全因子の相関係数及び平均・標準偏差を以下表 17に示す。 
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表 17 Model1 および Model2 の相関分析 
  Model1:昇
進意欲役職
考慮
平均標
準偏差
昇進意欲役
職考慮m1
AGE
専門職ダミー
①積極性
①制度
②ライフサポ
ート
②ワークサポ
ート
③手厚すぎ
る支援ダミー
④上司との
関係
④仕事の任
せ方
⑤主任・係
⾧ダミー
⑥ロールモデ
ル現在ダミー
⑦子どもあり
ダミー
⑧自己効力
感
⑨もともとの
昇進意欲
昇進意欲役
職考慮m1
0.33
0.80
1
AGE
38.12
5.66
-0.007
1
専門職ダミ
ー
0.50
0.50
0.025
-0.058
1
①積極性
3.02
1.22
-0.114
.152*
-.213**
1
①制度
2.05
0.52
-.184**
0.116
-0.115
.348**
1
②ライフサポ
ート
1.75
0.58
-0.083
0.116
-.169*
.409**
.396**
1
②ワークサポ
ート
2.04
0.47
-.218**
0.112
-0.091
.265**
.619**
.563**
1
③手厚すぎ
る支援ダミー
0.40
0.49
0.037
-.147*
.197**
-.509**
-.455**
-.475**
-.343**
1
④上司との
関係
3.04
1.15
-0.112
0.108
-0.113
.598**
.268**
.297**
.235**
-.455**
1
④仕事の任
せ方
3.07
1.05
-0.075
0.035
-.190**
.447**
.304**
.273**
.325**
-.348**
.441**
1
⑤主任・係
⾧ダミー
0.19
0.39
.172*
-0.057
0.071
-.162*
-.220**
-.242**
-.244**
.237**
-0.129
-.204**
1
⑥ロールモデ
ル現在ダミー
0.23
0.42
0.012
-0.122
0.056
-.389**
-.207**
-.179**
-.141*
.295**
-.359**
-.356**
0.091
1
⑦子どもあり
ダミー
0.31
0.46
0.089
0.006
0.003
-.134*
-0.078
-0.13
-.184**
0.032
-.157*
-.243**
0.077
0.077
1
-.141*
-.137*
⑧自己効力
感
2.58
0.89
-.147*
-0.123
-0.079
.384**
.285**
.233**
.215**
-.209**
.499**
.302**
-.202**
-.268**
-.141*
1
⑨もともとの
昇進意欲
3.29
1.29
-.315**
0.06
0.005
.228**
.250**
.179**
.223**
-.209**
.360**
.291**
-.227**
-.183**
-.137*
.347**
1
Model2:昇
進意欲有無
平均標
準偏差昇
進意欲管理
職ダミーm2
AGE
専門職ダミー
①積極性
①制度
⑨ライフサポ
ート
⑨ワークサポ
ート
⑥手厚すぎ
る支援ダミー
②上司との
関係
②仕事の任
せ方
③主任・係
⾧ダミー
⑩ロールモデ
ル現在ダミー
⑪子どもあり
ダミー
④自己効力
感
⑤もともとの
昇進意欲
昇進意欲管
理職ダミーm
2
0.18
0.39
1
AGE
38.12
5.66
-0.035
1
専門職ダミ
ー
0.50
0.50
0.073
-0.058
1
①積極性
3.02
1.22
-0.131
.152*
-.213**
1
①制度
2.05
0.52
-.170*
0.116
-0.115
.348**
1
②ライフサポ
ート
1.75
0.58
-0.088
0.116
-.169*
.409**
.396**
1
②ワークサポ
ート
2.04
0.47
-.203**
0.112
-0.091
.265**
.619**
.563**
1
③手厚すぎ
る支援ダミー
0.40
0.49
0.069
-.147*
.197**
-.509**
-.455**
-.475**
-.343**
1
④上司との
関係
3.04
1.15
-.153*
0.108
-0.113
.598**
.268**
.297**
.235**
-.455**
1
④仕事の任
せ方
3.07
1.05
-0.055
0.035
-.190**
.447**
.304**
.273**
.325**
-.348**
.441**
1
⑤主任・係
⾧ダミー
0.19
0.39
0.102
-0.057
0.071
-.162*
-.220**
-.242**
-.244**
.237**
-0.129
-.204**
1
⑥ロールモデ
ル現在ダミー
0.23
0.42
0.021
-0.122
0.056
-.389**
-.207**
-.179**
-.141*
.295**
-.359**
-.356**
0.091
1
⑦子どもあり
ダミー
0.31
0.46
0.069
0.006
0.003
-.134*
-0.078
-0.13
-.184**
0.032
-.157*
-.243**
0.077
0.077
1
⑧自己効力
感
2.58
0.89
-.143*
-0.123
-0.079
.384**
.285**
.233**
.215**
-.209**
.499**
.302**
-.202**
-.268**
-.141*
1
⑨もともとの
昇進意欲
3.29
1.29
-.317**
0.06
0.005
.228**
.250**
.179**
.223**
-.209**
.360**
.291**
-.227**
-.183**
-.137*
.347**
1
* 相関係数
は 5% 水準
で有意 (両
側) です。
** 相関係
数は 1% 水
準で有意 (
両側) です
。
注:主任・
係⾧（ダミー
）（主任・
係⾧＝１、
主任・係⾧
以外＝０）
、手厚すぎる
支援（ダミー
）（法律を
上回る両立
支援整備が
なされている
＝１、なされ
ていない＝０
）子どもあり
（ダミー）（
子どもあり＝
１、子どもな
し＝０）、
ロールモデル
現在（ダミー
）（現在い
る＝１、現
在いない＝
０、） 
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第４章 結果 
第１節 分析結果 
はじめに、前述のとおり「昇進意欲」を、どの職位まで昇進したいかという役職を考慮した Model1、
および課長以上に昇進したいか、したくないかの二元論とした Model2、各々の従属変数の分布は表 18
の通りである。女性全般の昇進意欲は 18.0%となっており、先行研究の 2012 年調査(20%)とほぼ同水準
となっている。特筆すべきは、専門職の課長以上への昇進意欲(20.9%)が、専門職以外(15.3%)を上回っ
ていることである。調査によって専門職の定義が異なることや、専門職以外を総合職や一般職といった
職種を分けていないことにより比較は難しいものの、安田(2009)で使用した 2004 年調査と比較すると専
門職という職種においても、ある程度昇進意欲が上昇傾向にあることが窺える。 
表 18 昇進意欲の分布(%) 
 専門職 専門職以外 合計 
Model1 Model2 Model1 Model2 Model1 Model2 
特にない 
わからない 
62.7 79.1 77.5 84.7 70.1 81.9 
係長・主任相当職 16.4 7.2 11.8 
課長相当職 11.8 20.9 4.5 15.3 8.1 18.0 
部長相当職 3.6 5.4 4.5 
役員以上 5.5 5.4 5.4 
合計 100 100 99.9* 
*四捨五入の関係で 100 とならない 
次に、各々の従属変数に対して回帰分析を実施した。また、専門職か否かを調整変数とし、女性全般に
対する影響と、調整変数を考慮した場合の影響を確認した結果が以下表 19である。なお、相関分析の結
果、①制度と③手厚すぎる両立支援の相関が非常に高く、それらを同時に重回帰分析に投入すると妥当
な結果にならないことがあるため、③手厚すぎる両立支援に集約した。 
まず、Model1、2 の双方において、「もともとの昇進意欲」が 1％水準で有意にプラスの影響を与えて
おいることから, 学校を出て初めて社会に出たとき、将来の仕事や働き方についてどのように考えてい
たかが、女性の現在の昇進意欲に大きな影響を与えている。次に、「ワークサポート」が、Model1 と
Model2 の双方において、5%水準で有意にプラスの影響を与えており、両立支援策の中でも、家庭やプラ
イベートの負担や制約を減らすことで業務に集中できる環境を生み出すような施策が、女性の昇進意欲
の向上につながることを示している。また、「ライフサポート」および「ロールモデルの存在」は、女
性全般に対しては影響がみられないものの、専門職であると、昇進意欲に対して有意にマイナスの影響
を及ぼしていることが確認された。なお、Mode11 および Model2 のいずれにおいても、調整係数を加味
してもなお決定係数が低いことは、女性の昇進意欲が本研究で取り扱わなかった変数に左右されうるこ
とを示唆している。  
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表 19 昇進意欲に影響する要因 重回帰分析結果 
 回帰係数（β） 
Model1：昇進意欲役職考慮 Model2:昇進意欲管理職 
独立変数 調整変数なし 調整変数あり 調整変数なし 調整変数あり 
AGE 
.022 .033 .001 .015 
専門職ダミー .029 .060 .080 .139 
①積極性 r -.109 .023 -.094 .080 
②ライフサポート r .087 -.037 .080 -.089 
②ワークサポート r -.210** -.271** -.196** -.212* 
③手厚すぎる支援ダミー -.091 -.080 -.056 -.037 
④上司との関係 r .009 .004 -.049 -.058 
④仕事の任せ方 r .084 .049 .125 .090 
⑤主任・係長ダミー .098 .107 .020 .030 
⑥ロールモデル現在ダミー -.051 .122 -.048 .178 
⑦子どもありダミー .026 .004 .015 -.006 
⑧自己効力感 r -.014 -.056 -.005 -.019 
⑨もともとの昇進意欲 r  -.285*** -.271*** -.297*** -.283*** 
⑨ロールモデル現在ダミー -.051 .122 -.048 .178 
交互作用専門職✕①積極性 r 
 
-.119   -.151 
交互作用専門職✕②ライフサポート r   .173  .214* 
交互作用専門職✕②ワークサポート r   .116  .065 
交互作用専門職✕⑥ロールモデル現在   -.206*  -.278** 
交互作用専門職✕⑦子どもあり   .104   .095 
交互作用専門職✕⑧自己効力感 r 
  .105   .064 
R2 乗 (決定係数) .152 .205 .144 .203 
調整済 R2 乗 (調整済決定係数) .098 .130 .091 .127 
（注１）*は 10%、**は 5%、***は 1%水準で統計的に有意であることを示している。 
第２節 仮説の検証 
仮説に対する結果は以下のとおりである。 
（１）制度的要因 
①積極性を独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場合、表 19 において、
Model1 の標準偏回帰係数β= .023(R)、Model2 の標準偏回帰係数β= .080(R)で有意とならなかった。こ
の結果は、「勤め先企業のポジティブアクション施策」が専門職以外の女性の昇進意欲に対して有意で
はないことを示しており、仮説 1-1 は棄却された。 
仮説 1-1 「勤め先企業のポジティブアクション施策」は、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意
にプラスの影響を与える。（棄却） 
また、調整係数（専門職ダミー）を考慮した場合、表 19 において、Model1 の標準偏回帰係数β= 
-.119 (R)、Model2 の標準偏回帰係数β= -.151(R)で有意とならなかった。この結果は、「勤め先企業
のポジティブアクション施策」は、専門職女性の昇進意欲に対して有意ではないことを示しており、仮
説 1-2 は支持された。 
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仮説 1-2 「勤め先企業のポジティブアクション施策」は、専門職の女性の昇進意欲に対して、影響を与
えない。（支持） 
②ライフサポートを独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場合、表 19に
おいて、Model1 の標準偏回帰係数β= -.037(R)、Model2 の標準偏回帰係数β= -.089(R)で有意とならな
かった。一方、②ワークサポートを独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない
場合、表 11 において、Model1 の標準偏回帰係数β= -.271(R) (p = .05)、Model2 の標準偏回帰係数β= 
-.212(R) (p = .10)で有意であった。この結果は、「勤め先における両立支援策の整備状況」が専門職
以外の女性の昇進意欲に対して一部有意にプラスの影響を与えることを示しており、仮説 2-1 は一部支
持された。 
仮説 2-1 「勤め先における両立支援策の整備状況」は、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意に
プラスの影響を与える。（一部支持） 
また、調整係数（専門職ダミー）を考慮した場合、表 19 において、②ライフサポートについては、
Model1 の標準偏回帰係数β= .173(R)で有意とならなかったが、Model2 の標準偏回帰係数β= .214(R)で
有意であった(p = .10)。②ワークサポートについては、Model1 の標準偏回帰係数β= .116(R)、Model2
の標準偏回帰係数β= .065(R)で共に有意とならなかった。この結果は、「勤め先における両立支援策の
整備状況」は専門職女性の昇進意欲に対して概ね影響がないことを示しており、仮説 1-2は一部支持さ
れた。 
仮説 2-2 「勤め先における両立支援策の整備状況」は、専門職の女性の昇進意欲に対して、影響を与え
ない。（一部支持） 
③手厚すぎる両立支援制度を独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場合、
表 19において、Model1 の標準偏回帰係数β= -.091、Model2 の標準偏回帰係数β= -.056 で有意となら
なかった。この結果は、「手厚すぎる両立支援制度」が専門職以外の女性の昇進意欲に対して有意では
ないことを示しており、仮説 3は棄却された。 
仮説 3 「手厚すぎる両立支援制度」は、専門職であるかどうかにかかわらず、女性の昇進意欲に対し
て、有意にマイナスの影響を与える。(棄却) 
（２）職場の要因 
④上司との関係を独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場合、表 19にお
いて、Model1 の標準偏回帰係数β= .009(R)、Model2 の標準偏回帰係数β= -.049(R)で有意とならなか
った。同じく、④仕事の任せ方を独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場
合、表 11において、Model1 の標準偏回帰係数β= .084(R)、Model2 の標準偏回帰係数β= .125(R)で有
意とならなかった。この結果は、「職場の良質なマネジメント」が女性の昇進意欲に対して有意ではな
いことを示しており、仮説 4 は棄却された。 
仮説 4 「職場の良質なマネジメント」は、専門職であるかどうかにかかわらず、女性の昇進意欲に対し
て、有意にプラスの影響を与える。（棄却） 
⑤主任・係長であることを独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場合、表
19 において、Model1 の標準偏回帰係数β= .098、Model2 の標準偏回帰係数β= .020 で有意とならなか
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った。この結果は、「主任・係長であること」が女性の昇進意欲に対して有意ではないことを示してお
り、仮説 5は棄却された。 
仮説 5 「主任・係長であること」は、専門職であるかどうかにかかわらず、女性の昇進意欲に対して、
有意にプラスの影響を与える。（棄却） 
⑥ロールモデルの存在を独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場合、表
19 において、Model1 の標準偏回帰係数β= .122、Model2 の標準偏回帰係数β= .178 で有意とならなか
った。この結果は、「ロールモデルの存在」が専門職以外の女性の昇進意欲に対して有意ではないこと
を示しており、仮説 6-1 は棄却された。 
仮説 6-1 「ロールモデルの存在」は、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意にプラスの影響を与
える。（棄却） 
一方、調整係数（専門職ダミー）を考慮した場合、表 19 において、Model1 の標準偏回帰係数β= 
-.206(p = .10)、Model2 の標準偏回帰係数β= -.278(p = .05)の双方で有意であった。この結果は、
「ロールモデルの存在」は専門職女性の昇進意欲に対して有意にマイナスの影響を与えることを示して
おり、仮説 6-2 は支持された。 
仮説 6-2 「ロールモデルの存在」は、専門職の女性の昇進意欲に対して、マイナスの影響を与える。
（支持） 
（３）家庭の要因 
⑦子どもの有無を独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場合、表 19にお
いて、Model1 の標準偏回帰係数β= .004、Model2 の標準偏回帰係数β= -.006 で有意とならなかった。
この結果は、「子どもの有無」が専門職以外の女性の昇進意欲に対して有意ではないことを示してお
り、仮説 7-1 は支持された。 
仮説 7-1 「子どもの有無」は、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意な関係がない。（支持） 
また、調整係数（専門職ダミー）を考慮した場合、表 19 において、Model1 の標準偏回帰係数β
= .104、Model2 の標準偏回帰係数β= .095 で有意とならなかった。この結果は、「子どもの有無」は専
門職女性の昇進意欲に対して有意ではないことを示しており、仮説 7-2 は棄却された。 
仮説 7-2 「子どもの有無」は、女性の昇進意欲に対して、マイナスの影響を与える。（棄却） 
（４）個人の要因 
⑧自己効力感を独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を考慮しない場合、表 19 におい
て、Model1 の標準偏回帰係数β= -.056(R)、Model2 の標準偏回帰係数β= -.019(R)で有意とならなかっ
た。この結果は、「自己効力感」が専門職以外の女性の昇進意欲に対して有意ではないことを示してお
り、仮説 8-1 は棄却された。 
仮説 8-1 「自己効力感」の高さは、専門職以外の女性の昇進意欲に対して、有意にプラスの影響を与え
る。（棄却） 
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また、調整係数（専門職ダミー）を考慮した場合、表 19 において、Model1 の標準偏回帰係数β= .105 
(R)、Model2 の標準偏回帰係数β= .064(R)で有意とならなかった。この結果は、専門職女性の「自己効
力感」は昇進意欲に対して有意ではないことを示しており、仮説 8-2 は支持された。 
仮説 8-2 「自己効力感」の高さは、専門職の女性の昇進意欲に対して、影響を与えない。（支持） 
⑨もともとどういう昇進意欲を持っていたかを独立変数として実施した重回帰分析の結果、調整係数を
考慮しない場合、表 19において、Model1 の標準偏回帰係数β= -.271(R)、Model2 の標準偏回帰係数β= 
-.283(R)で有意であった(p = .01)。この結果は、「勤め先企業のポジティブアクション施策」が女性の
昇進意欲に対して有意にプラスの影響を与えることを示しており、仮説 9は支持された。 
仮説 9 「もともとどういう昇進意欲を持っていたか」は、専門職であるかどうかにかかわらず、女性の
昇進意欲に対して、有意にプラスの影響を与える。（支持） 
第５章 結論と課題 
第１節 本研究の結論 
本研究は、専門職女性の昇進意欲を高める場合と、専門職以外の女性の昇進意欲を高める場合で、企業
が取るべき施策が異なるのかを確認することを目的に、女性の昇進意欲の推移、および女性の昇進意欲
を高める促進要因、阻害要因を整理し、専門職の特徴と本研究における定義を確認した上で、過去の先
行研究で使用された調査項目、インタビュー項目を中心にインターネット調査を行った結果を分析し
た。その結果、女性全般の昇進意欲は、直近の先行研究とほぼ同水準となっているが、専門職の課長以
上への昇進意欲は、専門職以外を上回っており、上昇傾向にあることが窺えた。また、学校を出て初め
て社会に出たとき、将来の仕事や働き方についてどのように考えていたかが、女性の現在の昇進意欲に
大きな影響を与えていること、両立支援策の中でも、家庭やプライベートの負担や制約を減らすことで
業務に集中できる環境を生み出すような施策が、女性の昇進意欲の向上につながること、逆に、家庭に
多くの時間をさけるような生活支援策や、ロールモデルの存在は、女性全般に対しては影響がみられな
いものの、専門職であると昇進意欲に対して有意にマイナスの影響を及ぼしていることが確認された。
これらの結果が示す実践的インプリケーションは以下のとおりである。 
「もともとの昇進意欲」については、社会や家庭に根強く残る女性役割分担意識などから、一朝一夕に
改善できるものではない。筆者は全ての女性が昇進意欲を高く持つべきだと考えているわけではなく、
近年では男性でも増えているといわれている「昇進したくない」人が、昇進ではなく各々の価値観に照
らし合わせた成長や向上を目指せばよいと思うが、もしチャレンジする前に諦めているようであれば、
例えば、企業が就業前の女性に対してさまざまなキャリアが存在することを提示する機会を積極的に提
供していくことは解決の一助になると思われる。横山(2015)は、もともと昇進意欲が比較的高い有配偶
女性しか正社員として企業に残ることができておらず、企業において入社時それほど昇進意欲が高くな
い女性の育成やコントロールがうまくできていない可能性を指摘している。昇進意欲が高くない女性で
も、就業を継続することで社会に価値を生み出し続けるというキャリアプランの提示が必要な時期に来
ているのではないか。永瀬・山名（2012）も、大学におけるキャリア教育の目的を、コミュニケーショ
ン能力やリーダーシップ能力の向上から、女性が自分で生計をたてる意欲を高めることにシフトするこ
との必要性について言及している。 
「両立支援策の整備」については、いわゆる時短や残業免除など家庭に時間を割くことを可能とする施
策よりも、子育てサービス費用の援助や育児等で退職した者に対する優先的な再雇用制度など安心して
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働くことに集中できるような施策の提供を優先することで、女性の昇進意欲向上、ひいては管理職比率
の向上につなげることを提言したい。奥井・大内・脇坂(2015)でも、矢島（2015）による出産経験のあ
る女性を対象とした分析で、キャリア意識の変化（維持・向上）に対して， 短時間勤務を利用した場合
に有意にマイナス，所定外労働免除を利用した場合にプラスの影響を与えるという結果が出たことを踏
まえて、女性は育児休業で長く休むよりは，育児と両立させながら早く現場に復帰したいという気持の
方が強く、女性のモチベーションを上げるには，育児休業の充実よりも育児のための短時間勤務の充実
の方がプラスになることを指摘している。 
「ロールモデル」については、女性全般には影響を及ぼしていないのに対して、専門職女性にのみマイ
ナスの影響を及ぼしていることから、仮説で述べた通り、彼女たちは昇進している女性ではなく、昇進
せずに現場で専門知識を駆使して業務を遂行している女性をロールモデルとして選んでいる傾向が強い
ことが想定される。このようなキャリアプランを持つ女性に対して、企業が管理職比率向上だけを目指
して管理職昇進を促しても、コンフリクトが起き、最悪の場合離職してしまうケースの発生も予想され
る。企業が望む専門職女性のキャリアプランと、専門職女性が持つキャリアプランにギャップがある場
合、いくら企業が自分の意に添うロールモデルを押し付けても、本人がそれを自分のロールモデルと認
識することは難しい。厚生労働省が 2015 年に発表した「メンター制度導入・ロールモデル普及マニュア
ル」でも、企業が社内外を問わず出来るだけ多くのロールモデルを提示することを推進しているとお
り、専門職女性の価値観になるべく寄り添いながら昇進するロールモデルを提示することにより、昇進
を少しでも身近に感じてもらう努力をすることが専門職女性の昇進意欲につながる。西谷(2015)でも、
多くの先行研究でロールモデルにより昇進意欲が高まることが示されていることから、多くの企業がロ
ールモデルの育成に注力しているが、ロールモデルは、昇進意欲を高めるための必要条件ではなく、あ
くまで自分の理想の働き方をイメージするための触媒のようなものであることに言及している。 
第２節 今後の課題 
最後に、本研究の限界と今後の課題について述べる。 
第一に、第２章第２節でも述べた通り、専門職の定義があいまいなことにより、本研究のインプリケー
ションが通用する範囲が明確ではないことが挙げられる。例えば、コース別人事制度を採用している企
業内で、コースごとの昇進意欲やその説明変数を調査することによって、より実態に即したインプリケ
ーションが得られよう。 
第二に、本研究では、独立変数と従属変数に相関があるという仮説を、同じ調査で測定しているため、
表 17のとおり高い相関が観測されているものの、その理由が真に相関があるからなのか、同じ方法で測
定されているからなのかが定かではなく、コモンメソッドバイアスが発生している可能性が挙げられ
る。また、冒頭で述べた通り、国として女性活躍を推進する流れが顕著な中、回答者が社会的に望まし
いように回答している可能性も高まっていると考えられる。 
第三に、サンプルの少なさがあげられる。調査を実施した母集団における専門職女性の出現率が低かっ
たことにより、時間的な制約もあり、200 名程度の調査となり、その中でも昇進希望者は、専門職で
20.9%、専門職以外で 15.3%と低く、昇進意欲がある女性たちの分析が十分にできたと言い難い。今後、
より広範な調査により、昇進意欲がある女性たちの昇進意欲を高めた要因の分析が必要だと思われる。 
最後に、本研究ではインターネット調査による定量的調査を行うにとどまったが、結果のさらなる深堀
のための質的調査が必要であることは言うまでもない。 
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